（消費税廃止各界連）2023年11月宣伝スポット（参考例）

◆ご通行中のみなさん、商店のみなさん、私たちは消費税廃止各界連絡会です。この場をお借りして、消費税の減税、インボイス制度の廃止を求める宣伝行動を行っています。
◆円安の影響や原材料の高騰により、物価が高止まりしています。家計や営業の厳しい状況を乗り越えるためにも、負担を軽減する物価対策を今すぐ実施すべきです。
◆岸田政権は物価対策として所得税・住民税の減税を掲げています。しかし来年6月に実施予定など、スピード感はまるでなく、非課税世帯など減税の影響が及ばない人が約１０００万人に上ります。
◆経済の専門家からは経済効果を重視するなら食料品の消費税をゼロにするべきだ、という意見が出ています。消費するたびに恩恵が及ぶため、景気の引き上げにつながることや低所得者への支援にもなります。
◆岸田首相は消費税減税について「検討も試算もしていない」と公言しています。物価対策としての効果も比較せずに所得税減税が有効な対策だとなぜ言えるのでしょうか。
◆物価高対策として迅速に行き渡る、消費税の減税をご一緒に求めましょう。
◆時事通信の世論調査では消費税減税に「賛成」との回答が57.7％に上っています。様々な世論調査で消費税減税への期待の声が集まり、野党各党は消費税の減税を公約に掲げています。自公与党は国民の声に耳を傾けるべきです。
◆減税の声が高まる一方で、自公政権は消費税の増税につながるインボイス制度の導入を強行しました。物価高に苦しむ事業者に新たに1兆円に上る消費税負担や事務負担が押し付けられます。その結果、価格が上昇し消費者にも影響が及びます。経理担当者の実務負担の増加も問題です。
◆インボイスを発行できない小売店や飲食店に対して「インボイスが出せないなら10%分値引きしろ」と迫る不当事例も出ています。
◆フリーランスの調査では「廃業や退職」を含め、約7割がマイナスの影響を受けると応えています。
◆負担ばかりが押し付けられるインボイス制度は百害あって一利なしです。

◆政府がインボイス制度を推し進めるのは消費税率のさらなる引き上げを狙っているからです。財界、大企業が500兆円を超える内部留保をため込みながら、さらなる法人税の減税と消費税の増税を求めていることも見過ごせません。
◆岸田政権は軍事費の2倍化を掲げ、財源確保のための増税を目指しています。所得税を減税しても、その後に大増税が待ち構えています。

◆税金の集め方、使い方を決めるのは国民です。アメリカ言いなりに敵基地攻撃を可能にするミサイルや戦闘機などの兵器を爆買いする軍事費に７.７兆円も注ぎ込むのではなく、暮らしに予算を回すことを求めましょう。
◆大軍拡を止めて、私たちの暮らしや事業の継続などに税金を回せ、この声をご一緒に上げましょう。
◆いま、皆さんにお願いしている署名は、消費税率の減税、インボイス制度の実施中止を求める国会請願署名です。ご協力をお願いします。税金の集め方、使い道を改めて平和で豊かな国づくりをめざしましょう。
